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① 日本語教育の充実
○生活のための日本語のカリキュラム等を

踏まえた日本語教育の全国展開
○多言語ＩＣＴ日本語学習教材の開発
○日本語教育の標準等の作成
（日本版ＣＥＦＲ）
○日本語教師の資格の整備 １



日本人と外国人が共に暮らし発展する共生社会の実現

外国人受入れ拡大に対応した日本語教育・外国人児童生徒等への教育の充実 2019年度予算額(案) 1,353百万円
(前年度予算額 486百万円)

Ⅱ.外国人児童生徒等への教育の充実
2019年度予算額(案) 549百万円 (前年度予算額 265百万円)

（１）共生社会の実現に向けた外国人児童生徒の教育の充実

（２）外国人に向けた漏れのない教育機会の提供

Ⅰ.生活者としての外国人に対する日本語教育の充実
2019年度予算額(案) 804百万円 (前年度予算額 221百万円)

（１）外国人に対する日本語教育機会の提供

○地域日本語教育の総合的な体制づくりの推進 497百万円 (新規)
・都道府県・政令指定都市が、
関係機関等と有機的に連携し
つつ行う、日本語教育環境を
強化するための総合的な体制
づくりを推進する。

○日本語教室空白地域解消の推進等
140百万円（50百万円）

・日本語教室の開設されていない市区町村に住む外国人のため、日本語教育の
ノウハウを有していない自治体を対象としたアドバイザーの派遣、インター
ネット等を活用した日本語学習教材（ICT教材）の開発等を実施。

○日本語教育の先進的取組に対する支援等 90百万円（128百万円）
・NPO法人や公益法人等が行う、日本語教室の教育上の課題や広域的活動に伴
う課題等を解決するための先進的取組への支援等を実施。

（２）日本語教育人材の確保等

○日本語教育人材の質の向上 63百万円（28百万円）
・文化審議会国語分科会がとりまとめた「日本語教育人材の
養成・研修における教育内容」等の普及のため、大学や日
本語教育機関等の行う養成・研修カリキュラムの開発等を支援。

○日本語教育のための基盤的取組の充実 14百万円（15百万円）
・①日本語教育に関するポータルサイト(NEWS)の運用、②日本語教育関係者
が情報共有等を行う日本語教育大会等の開催、 ③調査研究の実施。

■この10年で、小学校、中学校、高等学校等における日本語指導が必要な児童生徒数（2016年:4.4万人(1.8万人増)）及びそれ以外の国内の日本語学習
者数（2017年:24万人(7.6万人増)）は大幅に増加。

■こうした状況に加えて、深刻な人手不足を踏まえ、入管法等が改正され、新たな在留資格「特定技能」が創設（2019年４月施行）。
■外国人の受入れ拡大に向け、外国人が教育・就労・生活の場で円滑にコミュニケーションできる環境を整備するため、日本語教育・外国人児童生徒等
に向けた教育の充実を図る。

○日本語の指導を含むきめ細かな支援の充実 289百万円（168百万円）
・日本語指導補助者や母語支援員の活用による指導体制の構築など、自治体が
公立学校で行う外国人児童生徒等への支援体制の整備に対する支援を行う。

○多言語翻訳システム等ICTを活用した支援の充実 20百万円（新規）
・きめ細かな就学相談や充実した日本語指導を実施するため、多言語翻訳シス
テム等ICTを活用した支援を行う。

○教員等の資質能力の向上 12百万円（12百万円）
・外国人児童生徒等教育を担う教員等の資質能力の向上を図るために、教育委
員会・大学等が実施すべき研修内容等をまとめた「モデル・プログラム」を
開発・普及する。

○外国人高校生等に対するキャリア教育等の充実 100百万円（新規）
・高校やNPO等が中心となり、企業やボランティアなどの地域の関係団体等と
連携し、外国人の高校生等に対する包括的な支援を行う取組を支援。

○定住外国人の子供の就学促進事業 80百万円（43百万円）
・日本語の基礎的な学習機会等を提供し、公立学校等への就学に
必要な支援を学校外において実施する自治体を補助。

○夜間中学における就学機会の提供推進 46百万円（36百万円）

・ 夜間中学に通う生徒の約８割が外国籍の者であること等を踏まえ、夜間中学の設置
促進と、夜間中学の教育活動の充実や受け入れる生徒の拡大を図るための調査研
究等を行う。

（文化庁委託事業による
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【関連施策】 外国人留学生の国内就職支援
・ 留学生就職促進プログラム 370百万円（362百万円）
・ 専修学校グローバル化対応推進支援事業 196百万円（195百万円）
・ 日本留学海外拠点連携推進事業 450百万円（310百万円）

２

プログラムＢ

地域日本語教育の総合的な体制づくり推進事業

【目的】 新しい在留資格の創設等の国の政策によって、今後、在留外国人の更なる急増が見込まれる中、外国人を日本社会の一員として受け入れていく（社会
包摂）ため、日本語能力が十分でない外国人が生活等に必要な日本語能力を身に付けられるよう、地方公共団体が、関係機関等と有機的に連携しつつ行

う、日本語教育環境を強化するための総合的な体制づくりを推進し、もって、「生活者としての外国人」の日本語学習機会の確保を図る。

プログラムＡ

〈主な目的〉

○ 国と地方公共団体が、地域の日本語教育
の実態や課題等を把握
○ 都道府県・政令指定都市が、日本語教
育実施の具体的な計画策定を通じ、今後の
対応方針を明確化

〈概要〉

○地域の実態調査
外国人等の現況、市区町村の体制や取組
状況、地域コミュニティと外国人との関係、地
域の日本語教育の課題等を調査

○実施計画策定
地域の日本語教育実施の具体的な計画を
策定

○採択件数：３０件程度 （１年間）
○補助率：２分の１
○補助額：１件当たり４５０万円程度を想定

〈主な目的〉

○ 都道府県・政令指定都市における体制づくりのための取組を財政的に支援し、
全国各地に日本語教育が行き渡ることを目指す。

〈概要〉

○総合的な体制づくりのための取組への補助
都道府県・政令指定都市に地域日本語教育の司令塔機能を置くとともに、地域日本語教育コーディネーターが、

当該地域や外国人の特性等に対応した教育プログラムを策定し、地域内の日本語教室への指導・助言等を行うような
総合的な体制づくりのための取組を財政的に支援。
その際、事業計画が、地域や外国人の実態・特性を十分に踏まえたものとなること、また、大学などの関係機関・

団体等との有機的な連携が図られていること等、より実効性の高い計画となることを促進。

○優良事例等の普及
国は、優良事例について、会議やポータルサイト等を通じて、その普及を図る。

○採択件数：１７件程度
○補助率：２分の１
○補助額：１件当たり１９００万円程度を想定

日本全国で外国人に対する
日本語教育体制が確立し、

全国各地に日本語教育が行き渡る
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※2021年度に事業内容の見直し

〈年度進行のイメージ〉

○都道府県・政令指定都市日本語教育推進会議
○日本語教育のポータルサイト（NEWS）
等を通じて、優良事例等の成果を全国に普及

2年目以降に一部Bに移行
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３

2019年度予算額（案） 497百万円
(新 規)



○文化審議会国語分科会日本語教育小委員会（平成19年7月設置）では，平成24年5月28日に日本語教育小委員会に「課題整理に
関するワーキンググループ」を設置。日本語教育を推進する意義等について再確認するための検討を行い，改めて「基本的な考え方」
を整理。その上で，今後，具体的な施策の方向性や日本語教育の推進方策を議論していく際の「検討材料」として「１１の論点」を整理。

論点２
日本語教育の
効果的・効率的
な推進体制
について

論点１
日本語教育に
関する政策の
ビジョン
について

論点３
日本語教育の
標準や日本語
能力の判定基準
について 論点４

カリキュラム
案等の活用
について

論点５
日本語教育の
資格について

論点６
日本語教員の
養成・研修
について

論点７
日本語教育の
ボランティア
について

論点８
日本語教育に
関する調査研
究の体制に
ついて

論点９
総合的な視点
からの検討
について

論点１０
外国人の児童
生徒等に対する
日本語教育
について

論点１１
国外における
日本語教育
について

「１１の論点」

「基本的な考え方」
１．

日本語教育を推進する意義

２．

日本語教育に関する国と
地方公共団体との役割分担

３．

多様な日本語学習者の
学習目的・ニーズへの対応

平成26年1月31日に「日本語教育の推進に当たって
の主な論点に関する意見の整理について（報告）」を
取りまとめ。
平成26年5月から,
論点７「日本語教育のボランティアについて」
論点８「日本語教育に関する調査研究の体制
について」審議を行い，
平成28年2月29日に「地域における日本語教育の
推進に向けて（報告）」を取りまとめ。

平成28年5月から，
論点６「日本語教育の養成・研修について」審議を行い，
平成30年3月2日に「日本語教育人材の養成・研修の
在り方について（報告）」を取りまとめ。
平成31年3月4日に「日本語教育人材の養成・研修の
在り方について（報告）改正版」を取りまとめ。

これまでの検討状況

日本語教育の
推進体制について

日本語教育の内容
及び方法について

日本語教育に携わる
人材について

日本語教育に関する
調査研究について

その他

報告書の構成

今期の審議予定

論点５ 「日本語教育の資格について」
引き続き，検討を行い，本年度中に結論。
論点３ 「日本語教育の標準や日本語能力の
判定基準について」検討を行っている。

文化審議会国語分科会日本語教育小委員会における審議について

４

１．日本語教育人材に共通して求められる基本的な資質・能力
（１）日本語を正確に理解し的確に運用できる能力を持っていること。
（２）多様な言語・文化・社会的背景を持つ学習者と接する上で，

文化的多様性を理解し尊重する態度を持っていること。
（３）コミュニケーションを通じてコミュニケーションを学ぶという

日本語教育の特性を理解していること。

２．専門家としての日本語教師に求められる資質・能力
（１）言語教育者として必要とされる学習者に対する実践的なコミュニケー

ション能力を有していること。
（２）日本語だけでなく多様な言語や文化に対して，深い関心と鋭い感覚を

有していること。
（３）国際的な活動を行う教育者として，グローバルな視野を持ち，

豊かな教養と人間性を備えていること。
（４）日本語教育に関する専門性とその社会的意義についての自覚と情熱を

有し，常に学び続ける態度を有していること。
（５）日本語教育を通した人間の成長と発達に対する深い理解と関心を

有していること。

３．役割・段階ごとに求められる日本語教育人材の資質・能力について，
知識・技能・態度に分けて整理

日本語教育人材に求められる資質・能力

５

P.18



１．基本的な在り方（平成12年報告を踏襲）

日本語教育とはコミュニケーションそのものであり，
教授者と学習者とが相互に学び，教え合う
実践的なコミュニケーション活動である。
教育内容の領域は，コミュニケーションを核として，
三つの領域，五つの区分がある。

２．５区分における「必須の教育内容」５０

①社会・文化・地域･･･日本の在留外国人施策，多文化共生，言語政策 等

②言語と社会･･･社会言語学，コミュニケーションストラテジー，

多言語・多文化主義 等

③言語と心理･･･言語学習，談話理解，習得過程，異文化受容・適応 等

④言語と教育･･･日本語教育プログラムの理解と実践，教授法，評価法，

教育実習，著作権 等

⑤言語･･･日本語教育のための日本語分析，文法，音韻音声，文字と表記，

形態・語彙，対照言語学等

日本語教師の養成における教育内容

６

P.37

日本語教師の養成における教育実習

教育実習の指導項目 実習内容（例）

①オリエンテーション

〇教育実習全体の目的の理解

〇教育実習の構成要素と内容の理解

〇学習者レベル別，対象別の教育実習に対する留意事項

②授業見学

○授業見学のポイントや視点の理解

○授業見学及び振り返り

〇授業ビデオ観察及び振り返り

③授業準備

○教壇実習に向けた指導項目の分析

○教壇実習に向けた教案作成

○教壇実習に向けた教材準備(分析・活用・作成)
④模擬授業 ○模擬授業及び振り返り

⑤教壇実習 ○教壇実習及び振り返り

⑥教育実習全体の

振り返り
○教育実習全体としての振り返り

日本語教師【養成】における教育実習とは，日本語学習者を想定して行う実際の指導及び
それに関連する授業のことを指す。
教育実習の指導項目としては，以下①～⑥を全て含めること。

７
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日本語教育人材 受 講 対 象 養成・研修の実施機関

日本語教師

養成 ○日本語教師を目指す者 ○大学等の教育研修機関

初任
○日本語教師【養成】を修了した者
○当該活動分野で新たに日本語教育に携わる者

○教育現場におけるＯＪＴ研修や大学等の教育研修機関

中堅
○各活動分野において初級から上級学習者の指導に十分な経験
（２４００単位時間以上※）を有する者

○大学等の教育研修機関

日本語教育
ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ

地域日本語教育
ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ

○中堅を経て，地域日本語教育において３年以上の実務経験を有し，
地方公共団体等でコーディネート業務にあたる者

○文化庁，地方公共団体 及び大学等の教育研修実施機関

主任教員 ○日本語教育機関において常勤経験３年以上を有する者 ○大学等の教育研修機関

日本語学習支援者 ○多文化共生・日本語教育に興味関心を持つ者 ○地方公共団体，大学等の教育研修機関，ＮＰＯ等
※1単位時間は45分以上とする。

８

日本語教育の人材養成及び現職者研修カリキュラムの開発事業

●外国人の日本語学習者が増加する中，日本語教育の水準を向上するためには，日本語教育人材の資質・能力の向上が不可欠。
●このため，文化審議会国語分科会では日本語教育人材の資質・能力の向上を目的として，「日本語教育人材の養成・研修の在り方について（報告）」を
平成30年3月に取りまとめた。（活動分野は，「生活者としての外国人」，「留学生」，「児童生徒等」の３分野）

●2018年度は，活動分野「就労者」，「難民等」，「海外在住の日本語学習者」の教育内容及びモデルカリキュラムについて審議を行い，平成30年３月の
報告書の改定版を取りまとめた。

●上記の審議会報告で提言された養成・研修の「教育内容等」の普及を図るためには，「教育内容等」を実際に養成・研修の現場で適用し，効果的な運用
モデルを構築することが必要であり，そのため本事業を2018年度から実施している。

文化審議会国語分科会が日本語教育人材の資質・能力の向上を図ることを目的として，平成31年3月に取りまとめた「日本語教育人材の養成・研修の在
り方について（報告）（改定版）」で示す「日本語教育人材の養成・研修の在り方及び教育内容」（以下，「教育内容等」という。）の普及を図るため，
これらに基づくプログラム等の開発及び養成・研修の実施を委託事業として実施する。

●経済財政運営と改革の基本方針2018 ●未来投資戦略201８ ●規制改革実施計画 （左記、いずれも平成30年6月15日閣議決定）

●養成プログラム開発
（人材養成の教育内容及び
モデルカリキュラムを参考）

(2018年度予算額 28百万円)
2019年度予算額 63百万円

日本語教師養成プログラムの開発・実施

プログラム開発委員会

●養成プログラム実施 ●評価・検証

養成講座開設・実施

●研修カリキュラム及び
プログラム開発

（現職者研修の教育内容を参考）

カリキュラム・プログラム
開発委員会

現職者研修カリキュラム・プログラムの開発・実施

●現職日本語教師研
修実施

●評価・検証

研修の実施

Plan

DoCheck

Action Plan

DoCheck

Action

日本語教育人材の質の向上・日本語教育機関の教育水準の向上

養成の成果 研修の成果

≪2018年度委託実績≫
・採択件数：17件 ・受託団体：大学等の教育・研修機関等

≪2019年度委託実績≫
・採択件数：5件 ・受託団体：大学等の教育・研修機関

対象：既に日本語教育に携わる者日本語教師養成 対象：これから日本語教師を目指す者

９



日本語教育小委( )R1.5.17

資 料 ２

文化審議会国語分科会日本語教育小委員会委員名簿

（敬称略・五十音順）

石 井 恵理子 東京女子大学教授
いし い え り こ

井 上 靖 夫 学校法人柴永国際学園ＪＥＴ日本語学校長
いの うえ やす お

大 木 義 徳 株式会社三井物産戦略研究所国際情報部主席研究員
おお き よし のり

金 田 智 子 学習院大学教授
かね だ とも こ

神 吉 宇 一 武蔵野大学大学院准教授
かみ よし う いち

東 松 陽 一 愛知県県民文化局県民生活部社会活動推進課多文化共生推進室長
とう まつ よう いち

戸 田 佐 和 公益社団法人国際日本語普及協会専務理事
と だ さ わ

根 岸 雅 史 国立大学法人東京外国語大学総合国際学研究院教授
ね ぎし まさ し

野 田 尚 史 大学共同利用機関法人人間文化研究機構国立国語研究所教授
の だ ひさ し

浜 田 麻 里 国立大学法人京都教育大学教授
はま だ ま り

松 岡 洋 子 国立大学法人岩手大学教授
まつ おか よう こ

南 田 あゆみ 三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング株式会社
みなみ だ

政策研究事業本部主任研究員

村 田 春 文 独立行政法人国際交流基金日本語第１事業部長
むら た はる ふみ

毛 受 敏 浩 公益財団法人日本国際交流センター執行理事
めん じゆ とし ひろ

結 城 恵 国立大学法人群馬大学教授
ゆう き めぐみ



 
 

第１９期日本語教育小委員会の審議の進め方について（案） 

１． 検討内容 

「日本語教育の推進に向けた基本的な考え方と論点の整理について（報告）」（平成 25 年 2 月 18 日）で 

取りまとめた１１の論点のうち，以下の検討を行う。 

１） 論点５．日本語教育の資格について 

前期に引き続き，日本語教育能力の判定について検討を行い，今期中に結論を得る予定。 

  ２）論点３．日本語教育の標準や日本語能力の判定基準について 
     国内外の日本語学習者が日本語の習得段階に応じて求められる日本語教育の内容及び方法を明らか 

にし，外国人が適切な日本語教育を受けられ，評価できるようにするため，日本語教育の標準の策定に 
向けた検討を開始する。本年度は大枠としての共通参照レベル及び文字を含めた各レベル別の能力記述 
について検討を行う。 

 

２．スケジュール ※日程，内容はいずれも予定。 

日程 内容 
１．日本語教育能力の

判定検討ＷＧ 

２．日本語教育の標準

検討ＷＧ 

5 月 17 日（金）

11:10～13:10 
 

国語分科会①  

 

 
 

第 1回 WG 
 

 
第２回 WG 

 

 
第３回 WG 

 

 

第４回 WG 
＜WG 報告（案）＞ 

 

 

 
 
 
 

第 1回 WG 
 

 
 
 
 
 

 
 
 

第２回 WG 
 
 
 

第３回 WG 

 

 

第４回 WG 
＜WG 報告（案）＞ 

 

(１)日本語教育小委員会 (第 93 回)  

1) 主査・副主査の選出について 

2) 日本語教育小委員会の会議の公開について 

3) その他（ﾜｰｷﾝｸﾞｸﾞﾙｰﾌﾟの設置等） 

6 月 24 日（月）

15:00～17:00 
 

(２)日本語教育小委員会 (第 94 回)  

1) 日本語教育能力の判定について 
2) 日本語教育の標準について 

7 月 25 日（木）

15:00～17:00 
(３)日本語教育小委員会 (第 95 回)  

1) 日本語教育能力の判定について 
2) 日本語教育の標準について 

9 月 20 日（金）

15:00～17:00 

(４)日本語教育小委員会 (第 96 回)   

1) 日本語教育能力の判定について ＜中間報告（案）＞ 

2) 日本語教育の標準について 

10 月～11 月 国語分科会② 

１１月 ＜意見募集：日本語教育能力の判定について＞ 

１２月 (５)日本語教育小委員会 (第 97 回)   

1) 日本語教育能力の判定について 
2) 日本語教育の標準について 

１月 
(６)日本語教育小委員会 (第 98 回) 

1) 日本語教育能力の判定について ＜報告（案）＞ 

2) 日本語教育の標準について ＜一次報告（案）＞ 

２月 

（予備日） 

(７)日本語教育小委員会 (第 99 回) 

1) 日本語教育能力の判定について 
2) 日本語教育の標準について 

２月～３月 国語分科会③ 

※令和元年度日本語教育総合調査「大学における日本語教師養成課程の調査・研究」を実施予定。  

資 料 ４ 
日本語教育小委（R1.5.17） 



ワーキンググループの設置について（案） 

 
      令和元年５月１７日 

文化審議会国語分科会  
日本語教育小委員会決定 

 
１ ワーキンググループの設置 

「小委員会の設置について」（令和元年５月１７日文化審議会国語分科会長決定）

２の規定に基づき，日本語教育小委員会に次の表の左欄に掲げるワーキンググループ

を置き，ワーキンググループの作業事項は，同表の右欄に掲げるとおりとする。 

 
名称 作業事項 

日本語教育能力の判定に関する 
ワーキンググループ 

（１）日本語教師の養成課程及び試験・ 
実習等の内容の検討について 

（２）その他 

日本語教育の標準に関する 

ワーキンググループ 

（１）日本語教育の標準の策定に向けた 
検討について 

（２）その他 

 

２ ワーキンググループの構成 

（１）各ワーキンググループに属すべき委員及び臨時委員は，日本語教育小委員会の主

査が指名する。主査は，必要に応じ，委員・臨時委員以外の外部有識者を協力者と

して参加させることができる。 
（２）各ワーキンググループに，座長を置き，当該ワーキンググループに属する委員及

び臨時委員の互選により選任する。 
（３）その他，ワーキンググループの運営に関し，必要な事項は，日本語教育小委員会

が定める。 
 
３ 議事の公開 

（１）ワーキンググループの議事は原則公開とし，議事録を作成し，これを公開するも

のとする。 
 （２）ワーキンググループの作業経過及び作業結果は，ワーキンググループの座長が日

本語教育小委員会に適宜報告する。 
 
 
 
 
 
 
 

資 料 ５ 
日本語教育小委（R1.5.17） 



文化審議会国語分科会日本語教育小委員会 

日本語教育能力の判定に関するワーキンググループ名簿 

（敬称略） 

 

○井 上 靖 夫  学校法人柴永国際学園ＪＥＴ日本語学校長 

○神 吉 宇 一   武蔵野大学大学院准教授 

○野 田 尚 史  大学共同利用機関法人人間文化研究機構国立国語研究所教授 

○戸 田 佐 和  公益社団法人国際日本語普及協会常務理事 

○浜 田 麻 里  国立大学法人京都教育大学教授 

 

協力者： 小 林 ミナ  早稲田大学教授 

協力者： 辻  和 子  ヒューマンアカデミー日本語学校東京校校長 

 

 

 

文化審議会国語分科会日本語教育小委員会 

日本語教育の標準に関するワーキンググループ名簿 

（敬称略） 

 

○石 井 恵理子  東京女子大学教授 

○金 田 智 子  学習院大学教授 

○松 岡 洋 子   国立大学法人岩手大学教授 

 

協力者： 宇 佐 美  洋  国立大学法人東京大学教授  

協力者：  島 田  めぐみ   日本大学大学院総合社会情報研究科教授  

協力者： 簗 島 史 恵  独立行政法人国際交流基金日本語国際センター主任講師 

協力者： 菊 岡 由 夏  独立行政法人国際交流基金日本語国際センター副主任 



日本語教育能力の判定に関するワーキンググループ 

 
 
○経 緯 

平成２５年に日本語教育小委員会に設置された論点整理に関するワーキンググループが

取りまとめた「日本語教育の推進に向けた基本的な考え方と論点の整理について（報告）」

において，論点５として「日本語教育の資格について」が示された。 

平成２８年同小委員会で論点６「日本語教育人材の養成・研修について」検討を行い，

まとめられた報告を踏まえ，平成３０年９月末から審議を開始し，平成３１年３月に審議

の経過報告として「日本語教育能力の判定に関する基本的な考え方」が示されたところで

ある。 

なお，平成３０年１２月「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策」(外国人材の

受入れ・共生に関する関係閣僚会議)に「日本語教師のスキルを証明する新たな資格の整備」

が盛り込まれた。 

 

○課 題 

・ 在留外国人の増加に伴う日本語学習ニーズが拡大している。また，出入国管理及び難

民認定法の改正等を踏まえ，今後も在留外国人の更なる増加が見込まれることから，

日本語教育を担う専門家としての日本語教師の質の確保及び量的拡大が重要な課題と

なっている。 

 

○目 的 

・ 質の高い日本語教師を国内外で安定的に確保するため，日本語教師の日本語教育能

力の判定の仕組みが必要である。判定の仕組みとして，日本語教師としての資質・能力

を証明するための資格について検討を行う。 

 

○方 法 

 ・ 日本語教育小委員会での審議と並行して，小委員会の下にワーキンググループを設

置し，審議のための検討及び資料作成を行う。 

 ・ 平成３１年度に示された「日本語教育能力の判定に関する基本的な考え方」を踏ま

えつつ，資格の創設に向けた検討を行う。 

 

○検討事項（案） 

① 資格の目的・意義  

② 資格の名称・有効期限（更新研修等）          

③ 試験の内容（「日本語教育人材の養成・研修の在り方について（報告）」で示された 

「必須の教育内容」に基づく。）       

④ 受験資格   

⑤ 判定の仕組み（教育実習）   

⑥ 判定の仕組み（その他要件）  

⑦ 経過措置 

⑧ 試験の一部免除の導入の可能性 

⑨ 更新研修（仮）の考え方 

⑩ 日本語教師（初任・中堅・コーディネーター）に対する研修の推進・拡充 



日本語教育の標準に関するワーキンググループ 

 
 
○経 緯 

平成２５年に日本語教育小委員会に設置された論点整理に関するワーキンググループが

取りまとめた「日本語教育の推進に向けた基本的な考え方と論点の整理について（報告）」

において，論点３として「日本語教育の標準と日本語能力判定の基準について」が示され

た。 

平成２６年に日本語教育小委員会において「日本語教育の推進に当たっての主な論点に

関する意見の整理について（報告）」が取りまとめられた。 

なお，平成３０年１２月「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策」(外国人材の

受入れ・共生に関する関係閣僚会議)に「日本語教育の標準等の作成」が盛り込まれた。 

 

○現状と課題 

・ 特定技能の在留資格が新設されたことにより，就労を目的とした在留外国人が増加

し，入国要件等に一定の日本語能力が課せられるようになった。しかし，国としての日

本語教育の統一的な標準は策定されていない。 

・ （独）国際交流基金がＣＥＦＲ（ヨーロッパ共通言語参照枠）を参考に「ＪＦ日本語

教育スタンダード」を策定し，海外における日本語教育で活用されている。国内では，

国語分科会で策定された「「生活者としての外国人」に対する日本語教育の標準的なカ

リキュラム案について」（以下，「標準的なカリキュラム案」という。）が活用されてい

る。これらを総合する視点が重要であるとの指摘がある。 

・ 日本語がＣＥＦＲ（ヨーロッパ共通言語参照枠）を参照する際に，日本語の文字（平

仮名，片仮名，漢字，ローマ字）について新たに検討する必要がある。 

・ 日本語教育の標準が策定されることにより，現在実施されている複数の日本語能力

の判定テスト間の相互通用性が確保されることが期待される。 

 

○目 的 

・ 国内外の日本語学習者が日本語の習得段階に応じて求められる日本語教育の内容及

び方法を明らかにし，外国人が適切な日本語教育を受けられ，評価できるようにする

ため，日本語教育の標準の策定に向けた検討を開始する。 

 

○方 法 

 ・ 日本語教育小委員会での審議と並行して，小委員会の下にワーキンググループを設

置し，審議のための検討及び資料作成を行う。 

 

○検討事項（案） 

国内外における日本語学習及び日本語能力の判定の際に指標となる日本語教育の標準 

を策定する。その際，「ＪＦ日本語教育スタンダード」と「標準的なカリキュラム案」を

参考とすることとし，国内外で共通の指標とする。 

  ２０１８年にＣＥＦＲ補遺版が示されていることから，これを踏まえ，日本語における 

共通参照レベル，文字を含めた各レベルの能力記述例の提示を行う。 

なお，日本語能力の判定基準については，来年度以降に検討を行う。 



 日本語教育小委（R1.5.17 ） 

令和元年度日本語教育総合調査概要（案） 
 
１ 調査テーマ 

 大学における日本語教師養成課程の調査・研究 
 
２ 趣旨 

日本語教師の養成機関の一つである大学（短期大学，大学院を含む）において，どの施設がどのよう

な体制で日本語教師養成を行っているかを把握できていないため，全大学を対象とした網羅的実態調

査と研究を行う。特に，養成課程の教員の実態と通信による日本語教師養成課程の実態に焦点を当て

て，調査研究を行い，今後の大学の日本語教師養成課程の在り方の検討の一助とする。 
また，調査結果から得られる情報から日本語教師養成課程を有する大学の情報を一覧として提供し，

ホームページに掲載することで，日本語教育関係者や日本語教師を目指す学生等に情報を発信してい

く。 
 
３ 事業内容 

（１）大学における日本語教師養成課程の実態調査 
① 全大学に照会をかけ，日本語教師養成課程の実施状況を調査する。 
【調査項目】 
・日本語教師養成課程の有無，名称 
・日本語教師養成課程の必要単位数（４５単位 or２６単位） 
・「日本語教育人材の養成・研修の在り方について」（報告）への適応状況 
・日本語教師養成課程受入れ定員・受入れ条件 
・担当教員数 
・担当教員の専攻領域・外国人に対する日本語教育歴 
・担当教員の背景 

（日本語教師養成課程や４２０単位時間コース受講歴，日本語教育能力検定試験等） 
・連絡先（電話・ＦＡＸ・メールアドレス）                       等 

 
② ①の調査で日本語教師養成課程を有する大学のうち，通信制の日本語教師養成課程を運営する

大学には以下の事項を加えて調査する。 
【調査項目】 
・受講期間 
・科目 
・受講方法（回答郵送法，e ラーニングの別） 
・スクーリングの有無 
・教育実習の有無及び受講方法     等 

 
（２）実態調査の結果に基づく研究 

（１）で得られた情報をもとに，下記の観点における現状の課題を分析・研究する。 
 ・教員の背景・専門性の特徴 
 ・通信制をとる日本語教師養成課程の在り方 

 
（３）大学における日本語教師養成課程の情報提供 

（１）で得られた情報を一覧化し，ホームページに掲載する。なお，掲載情報は定期的に更新できるよ

う運用を検討する。                                   
 

以上 

資料７ 


